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港 湾 労 働 者 不 足 の 実 態 が
明 ら か に な り ま し た

有効求人倍率
（2019年度）

4.23 倍

有効求人倍率の比較

4.23 倍

港湾労働者の不足感
2025年頃の見通し

あり
41％

港湾運送への影響
（2020年度調査時点）

なし

無回答

63％55％

あり

～ 2020年度 港湾労働者不足の実態調査 ～

＊１

不足 やや不足 適当 やや過剰 過剰

「不足」「やや不足」と回答した事業所

23%

20%

18%

10%

船舶集中時の荷役が困難

休日荷役が困難

夜間荷役が困難

交替制の連続荷役が困難

大型船荷役が困難

港湾運送への具体的な影響

＊２

＊３

＊４

25%
＊５

船舶集中時の荷役が困難

港湾荷役作業員（除パート）
自動車運転者（除パート）
全職業（除パート）

年度

※「港湾運送への影響」における「なし」と回答した者も含む全回答者に対
する割合

3%

42%

37%

18%
26%

37%

34%

3% 1%



港湾労働者の主な退職理由（定年以外）

41%

35%

29%

26%

労働環境

人間関係

賃金

土日祝勤務

不規則勤務

44％労働環境

・土日祝日や夜間早朝の荷役は労働者確保が困難

・船社の本船スケジュールを平準化（月末集中の回避等）してほしい

・港湾労働者の確保のため、適正な料金の収受が必要である

・事務負担や低収益に繋がる商慣習を見直してほしい

・作業内容の突然の変更はやめてほしい

事業者
の声＊７

＊１ 厚生労働省職業安定局提供データを元に国土交通省において作成
＊２ 港湾荷役作業員：厚生労働省職業安定局提供データを元に国土交通省において作成

自動車運転者、全職業：厚生労働省「職業安定業務統計」を元に国土交通省において作成
＊３,4,７ 国土交通省港湾局「2020年度 港湾労働者不足の実態調査」より
＊５,6 国土交通省港湾局「2020年度 港湾労働者不足の実態調査」を元に、上位５項目を抜粋（複数
回答可）

国土交通省としても所要の対策の検討・実施を進めてまいりますが、

港湾労働者不足に対する取り組みにあたっては、

ユーザーのみなさまのご理解とご協力が必要です。

ユーザーのみなさまと港湾運送事業者のパートナーシップのもと、

必要な荷役能力を安定的に確保していきましょう。

国土交通省 港湾局
港湾経済課 港運班お問い合わせ

これらの状況を

改善していくためには、

業務の見直しや

改善のための原資も必要です。

TEL：03-5253-8629（直通）

＊６

取引先への要望（例）

など


